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１. 23年３月期の連結業績予想（平成22年４月１日～平成23年３月31日）

（％表示は、通期は対前期、第２四半期連結累計期間は対前年同四半期増減率）
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（注） １株当たり当期純利益の算出の基礎とした期首株式数

①　発行済株式数 株

②　自己株式数 株

２. 配当の状況

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

※　業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

　本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報および合理的であると判断する一定の前

提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。予想の前提条件その他の関連する事項について

は、２ページ「次期の見通し」および５ページ「将来予想に関する記述について」をご参照ください。
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利益配分に関する基本方針及び次期の配当 

 

当社は、財務の健全性を確保しつつ、成長事業分野への投資等により資本効率の向上を図るとともに、株主の皆様への 

還元につきましては、安定的な配当を基本とし、資本の状況に応じて自社株式取得も選択肢といたします。目標水準は、 

総還元性向（注）で修正利益（生保ＥＶ増加額を除く）の 50％といたします。 

この基本方針のもと、平成23年３月期業績予想における配当は、１株につき20円を予定しております。 

なお、当社は取締役会の決議により、会社法第454条第５号に規定する中間配当を行うことができる旨を定款に定めてお 

りますが、期末日を基準とした年１回の配当を行うことを予定しております。 

 （注）総還元性向＝（配当総額＋自己株式取得総額）／修正利益（生保ＥＶ増加額を除く） 

 

次期の見通し 
 

   平成23年３月期の連結業績見通しにつきましては、経常収益26,420億円、経常利益480億円、当期純利益250億円を 

  見込んでおります。これらの業績予想の前提となる保険引受に係る見通しは、過去からの業績動向などを勘案した予 

測に基づいております。また、自然災害による正味支払保険金は380億円を織り込んでおります。 

  資産運用に係る見通しにつきましては、市場金利、為替レート、株式相場ともに、概ね平成22年３月末の水準で推移 

するものと仮定しております。 

 

経 営 方 針 

 
(1) 会社の経営の基本方針 

 

   「ＮＫＳＪホールディングス株式会社」は、株式会社損害保険ジャパンと日本興亜損害保険株式会社を傘下に持つ 

持株会社として、平成 22年４月１日に発足いたしました。ＮＫＳＪグループは、以下のグループ経営基本方針を掲げ 

ております。 

 

ＮＫＳＪグループは、保険、金融事業の社会的責任と公共的使命を認識し、透明性の高いガバナンス態勢の構築と 

リスク管理、コンプライアンスの実効性確保を事業展開の大前提として、グループ一体の経営戦略を遂行し、持続的 

な成長を目指します。（『成長』『信頼』Ｎｏ．１のグループ） 

①グループ内のあらゆる分野で連携し、経営統合の効果を早期にかつ確実に実現することにより、経営効率を高めま 

す。 

②経営統合により強固となる財務基盤や人的資源を活用し、成長分野へ戦略的に経営資源を投入することにより、グ 

ループベースでの収益を向上させ、企業価値の拡大を目指します。 

③全てのサービスプロセスにおいて業務品質の向上に取り組み、お客さまに最高品質の安心とサービスを提供するこ 

とにより信頼を高めます。 

④環境・健康・医療等、社会的課題に対して本業の強みを活かしつつ、ステークホルダーとの積極的な対話を通じて、 

企業としての社会的責任を果たし、持続可能な社会の実現に貢献します。 

⑤グループ内での人材交流、ノウハウの有効活用や組織の活性化を積極的に図り、自由闊達・オープンで活力溢れる 

グループを実現し、社員とともに成長します。 

 

(2) 目標とする経営指標および中長期的な会社の経営戦略 

    

  平成 21年 10月にＮＫＳＪグループの経営数値目標等を公表しておりますが、現在、平成 21 年度決算数字等を反映 

させたうえで、より詳細な計画策定作業を進めております。内容が確定次第、公表する予定でおります。 

 

(3) 会社の対処すべき課題 

    

平成 22年度は、ＮＫＳＪホールディングス株式会社発足の初年度であります。ＮＫＳＪグループは、「『成長』 

『信頼』Ｎｏ．１」を旗印に、損害保険事業、生命保険事業、海外事業などを通じて、お客様、社会の期待にお応え 

すること、経営統合シナジーを早期に発揮することにより、持続的成長と企業価値の向上を実現してまいります。 
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平成23年3月期業績予想説明資料①（ＮＫＳＪ連結）

平成23年３月期（予想）

経常収益 ２６，４２０

（正味収入保険料） １９，６２０

（生命保険料） １，８２０

経常利益 ４８０

当期純利益 ２５０

1株当たり配当金 ２０円

（単位：億円）

＜連結調整について＞
ＮＫＳＪホールディングスの設立にあたり、企業結合の会計
処理としてパーチェス法を適用しております。平成23年３月期
のＮＫＳＪホールディングスの連結業績予想における、左記
「連結調整」の主なものは、当該パーチェス法適用に伴う修
正額です。
なお、のれんの算出については現在作業中ですが、現時点
でのれんの規模は多額とはならない見込みであるため、業績
予想ではのれんの償却額を見込んでおりません。

経常利益 当期純利益

損保ジャパン連結 ３４０ １７０

＋

日本興亜損保連結 ２５０ １５０

＋

連結調整 △１１０ △７０

＝

NKSJ連結 ４８０ ２５０



平成23年3月期業績予想説明資料②（主要損保2社単体）

損保ジャパン 日本興亜損保

平成22年３月期

（実績）

平成23年３月期

（予想）
増減

平成22年３月期

（実績）

平成23年３月期

（予想）
増減

正味収入保険料 １２，５８８ １２，６８０ ９１ ６，３３３ ６，３５０ １６

（除く自賠責） １０，９４１ １１，０４５ １０３ ５，５９１ ５，６０１ １０

正味損害率 ７３．９ ７２．９ △０．９ ６９．４ ６７．５ △１．９

（除く金融保証・自賠責） ６３．９ ６４．０ ０．１ ６５．０ ６２．８ △２．２

正味事業費率 ３４．１ ３３．１ △０．９ ３５．８ ３５．６ △０．２

（除く自賠責） ３５．２ ３４．２ △１．０ ３７．３ ３７．１ △０．２

コンバインドレシオ １０７．９ １０６．１ △１．９ １０５．２ １０３．２ △２．０

（除く金融保証・自賠責） ９９．１ ９８．３ △０．９ １０２．２ ９９．９ △２．３

保険引受利益 △２５ △１４０ △１１４ ２２ △２０ △４２

資産運用損益 ６５２ ５９０ △６２ ３１２ ３２０ ８

経常利益 ５０３ ３１５ △１８８ ２９３ ２５０ △４３

当期純利益 ４２７ １７０ △２５７ １３１ １５０ １８

※除く金融保証は、金融保証保険に係わる保険金のみを控除しており、保険料、損害調査費は控除していない

（単位：億円）
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将来予想に関する記述について

本書類には、ＮＫＳＪホールディングス株式会社（以下「当社」）にかかる「将来予想に関する記述」に該当する情報が記載されています。本書類
における記述のうち、過去または現在の事実に関するもの以外は、かかる将来予想に関する記述に該当します。これら将来予想に関する記述
は、現在入手可能な情報に鑑みてなされた当社の仮定および判断に基づくものであり、これには既知または未知のリスクおよび不確実性ならび
にその他の要因が内在しています。かかるリスク、不確実性およびその他の要因は、かかる将来予想に関する記述に明示的または黙示的に示
される当社の将来における業績、経営結果、財務内容に関してこれらと大幅に異なる結果をもたらす可能性があります。当社は、本書類の日付
後において、将来予想に関する記述を更新して公表する義務を負うものではありません。投資家の皆様におかれましては、今後の日本国内に
おける公表および1934年米国証券取引法に基づく米国証券取引委員会への届出および提出において当社の行う開示をご参照ください。
なお、上記当社のリスク、不確実性およびその他の要因の例としては、以下のものが挙げられますが、これらに限られるものではありません。

（１）日本の経済情勢悪化による影響
（２）損害保険事業、生命保険事業その他ＮＫＳＪグループが行う事業のリスク
（３）法律、規制、制度等の変更による影響
（４）自然災害リスク
（５）予測不能な損害の発生による影響
（６）再保険に関するリスク
（７）海外事業のリスク
（８）株価の下落による影響
（９）為替の変動による影響
（10）金利の変動による影響
（11）流動性リスク
（12）投融資先の信用力低下による影響
（13）格付の引き下げによる影響
（14）訴訟に関するリスク
（15）退職給付債務に関するリスク
（16）個人情報等の漏洩等の発生による影響
（17）非常災害が業務の遂行に与える影響
（18）経営統合による影響
（19）その他のリスク
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